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（単位：円）

資産の部
Ⅰ　固定資産
　　１　有形固定資産
　　　　　土地 17,349,060,000
　　　　　建物 10,283,685,780
　　　　　　減価償却累計額 △4,746,009,697 5,537,676,083
　　　　　構築物 1,169,047,604
　　　　　　減価償却累計額 △895,995,659 273,051,945
　　　　　工具器具備品 1,051,642,937
　　　　　　減価償却累計額 △965,945,718
　　　　　　減損損失累計額 △949,899 84,747,320
　　　　　図書 1,180,947,226
　　　　　美術品・収蔵品 9,894,650
　　　　　車両運搬具 21,532,605
　　　　　　減価償却累計額 △21,532,598 7
　　　　　建設仮勘定 325,000,500
　　　　　　　有形固定資産合計 24,760,377,731

　　２　無形固定資産
　　　　　ソフトウェア 6
　　　　　その他の無形固定資産 938,000
　　　　　　　無形固定資産合計 938,006
　　　　　　　　固定資産合計 24,761,315,737

Ⅱ　流動資産
　　　現金及び預金 1,384,123,905
　　　未収学生納付金収入 14,898,300
　　　　徴収不能引当金 △920,173 13,978,127
      その他未収入金 39,063,064
　　　前渡金 4,863,060
　　　前払費用 2,628,120
　　　その他の流動資産 1,205,524
　　　　　　　流動資産合計 1,445,861,800

資産合計 26,207,177,537

負債の部
Ⅰ　固定負債
　　　 資産見返負債
　　　　資産見返運営費交付金等 673,885,217
　　　　資産見返補助金等 17,822,965
　　　　資産見返寄附金 86,762,516
　　　　資産見返物品受贈額 933,634,798
　　　　建設仮勘定見返施設費 320,072,500 2,032,177,996
　　　 長期未払金 16,724,497
　　　　　　　固定負債合計 2,048,902,493

Ⅱ　流動負債
　　　運営費交付金債務 13,511,895
　　　寄附金債務 69,546,171
　　　前受受託事業費等 2,110,000
　　　預り金 100,374,279
　　　未払金 803,569,127
　　　未払費用 24,709,882
　　　　　　　流動負債合計 1,013,821,354
　　　　　　　　　負債合計 3,062,723,847

純資産の部
Ⅰ　資本金
　　　政府出資金 22,018,651,087
　　　　　　　資本金合計 22,018,651,087

Ⅱ　資本剰余金
　　　資本剰余金 5,912,936,960
　　　損益外減価償却累計額 △5,386,450,135
　　　　　　　資本剰余金合計 526,486,825

Ⅲ　利益剰余金
　　　前中期目標期間繰越積立金 92,356,885
      目的積立金 331,903,302
　　　当期未処分利益 175,055,591
　　　　（うち当期総利益） (175,055,591)
　　　　　　　利益剰余金合計 599,315,778
　　　　　　　　　純資産合計 23,144,453,690

負債・純資産合計 26,207,177,537

貸　　借　　対　　照　　表
（令和3年3月31日）
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 （単位：円）

経常費用
　業務費
　　教育経費 774,548,450
　　研究経費 462,165,719
　　教育研究支援経費 114,348,128
　　受託研究費 258,080
　　共同研究費 3,000,000
　　受託事業費等 15,176,404
　　役員人件費 63,872,081
　　教員人件費
　　   常勤教員給与 2,085,957,374
　　   非常勤教員給与 123,584,332 2,209,541,706
　　職員人件費
　　   常勤職員給与 578,054,203
　　   非常勤職員給与 123,882,301 701,936,504 4,344,847,072
　一般管理費 248,006,446
　財務費用
　　支払利息 575,300 575,300
　雑損 4,420,350
経常費用合計 4,597,849,168

経常収益
　　　運営費交付金収益 3,041,075,019
　　　授業料収益 761,736,161
　　　入学金収益 118,777,400
　　　検定料収益 21,038,300
　　　受託研究収益 368,000
　　　共同研究収益 3,000,000
　　　受託事業等収益 15,179,374
　　　寄附金収益 68,028,583
　　　施設費収益 401,342,774
　　　補助金等収益 172,179,160
　　　資産見返負債戻入
　　　　資産見返運営費交付金等戻入 43,294,997
　　　　資産見返補助金等戻入 3,492,128
　　　　資産見返寄附金戻入 5,316,505
　　　　資産見返物品受贈額戻入 6,119,463
　　　　建設仮勘定見返施設費戻入 69,924,415 128,147,508
　　　財務収益
　　　　受取利息 11,861 11,861
　　　雑益
　　　　財産貸付料収入 5,676,198
　　　　その他の雑益 36,327,421 42,003,619
経常収益合計 4,772,887,759
経常利益 175,038,591

臨時損失
　　　固定資産除却損 1,006,095 1,006,095
臨時損失合計 1,006,095

臨時利益
　　　固定資産売却益 16,999
　　　資産見返負債戻入 1,006,096 1,023,095
臨時利益合計 1,023,095

当期純利益 175,055,591
当期総利益 175,055,591

損　　益　　計　　算　　書
（令和2年4月1日～令和3年3月31日）
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（単位：円）

教育研究関連業務支出 △1,134,489,531
人件費支出 △2,943,453,390
その他の業務支出 △284,933,993
運営費交付金収入 3,063,352,000
授業料収入 725,967,590
入学金収入 108,314,000
検定料収入 21,038,300
受託研究等収入 368,000
共同研究等収入 3,593,932
受託事業等収入 14,115,324
補助金等収入 172,267,344
補助金の精算による返還金の支出 △232,897
寄附金収入 65,728,078
その他の業務収入 38,437,433
その他預り金収支差額 3,501,651

△146,426,159

有形固定資産の取得による支出 △1,117,004,706
有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入 17,000
施設費による収入 1,582,908,060

小計 465,920,354
利息及び配当金の受取額 11,861

465,932,215

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △35,524,408
小計 △35,524,408

利息の支払額 △575,300
△36,099,708
283,406,348

1,100,717,557
1,384,123,905

キャッシュ・フロー計算書
（自令和2年4月1日  至令和3年3月31日）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　業務活動によるキャッシュ・フロー
Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー
Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー
Ⅳ　資金増加額（又は減少額）
Ⅴ　資金期首残高
Ⅵ　資金期末残高
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（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 175,055,591

　　　　当期総利益 175,055,591

Ⅱ　利益処分額

　　　　積立金 106,722,762

　　　　大学運営改善積立金 68,332,829 68,332,829 175,055,591

利益の処分に関する書類

　　　　国立大学法人法第35条において準用する
　　　　独立行政法人通則法第44条第3項により
　　　　文部科学大臣の承認を受けた額

（令和３年１０月２８日）
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Ⅰ　　業務費用

　（1）損益計算書上の費用

業務費 4,344,847,072

一般管理費 248,006,446

財務費用 575,300

雑損 4,420,350

臨時損失 1,006,095 4,598,855,263

　（2）（控除）自己収入等

授業料収益 △761,736,161

入学金収益 △118,777,400

検定料収益 △21,038,300

受託研究収益 △368,000

共同研究収益 △3,000,000

受託事業等収益 △15,179,374

寄附金収益 △68,028,583

資産見返運営費交付金等戻入 △34,168,937

資産見返寄附金戻入 △5,316,505

財務収益 △11,861

雑益 △18,614,719

臨時利益 △1,011,363 △1,047,251,203

業務費用合計 3,551,604,060

Ⅱ　　損益外減価償却相当額 319,806,020

Ⅲ　　損益外除売却差額相当額 4

Ⅳ　　引当外賞与増加見積額 △13,337,274

Ⅴ　　引当外退職給付増加見積額 98,411,265

Ⅵ　　機会費用

280,807

26,866,182

27,146,989

Ⅶ　　国立大学法人等業務実施コスト 3,983,631,064

国立大学法人等業務実施コスト計算書
（令和2年4月1日～令和3年3月31日）

（単位：円）

政府出資の機会費用

国又は地方公共団体の無償又は減額さ
れた使用料による貸借取引の機会費用
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＜重要な会計方針＞ 

国立大学法人会計基準（「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」

報告書」（国立大学法人会計基準等検討会議 平成３０年６月１１日改訂）及び「「国立

大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針」（文部科学

省、日本公認会計士協会 令和２年１２月２４日最終改訂））を適用して、財務諸表を作

成しております。 

１． 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

原則として、期間進行基準を採用しております。 

ただし、機能強化経費及び特殊要因運営費交付金の一部については文部科学省の

指定に従い業務達成基準、又は費用進行基準を採用しております。 

 

２．減価償却の会計処理方法 

(1)有形固定資産 

定額法を採用しております。 

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としておりますが、主な資産

の耐用年数は以下のとおりです。 

  建物     3～50年 

  構築物     3～60年 

    工具器具備品 2～20年 

    車両運搬具   4～ 7年 

なお、国から承継した固定資産については見積耐用年数により、受託研究等収入

によって取得した固定資産については研究期間により減価償却をしております。 

また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第 84）の減価償却相当額について

は、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

 

(2)無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（5

年）に基づいております。 

 

３．賞与引当金及び見積額の計上基準 

   賞与については、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与

引当金は計上しておりません。なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書におけ

る引当外賞与見積額は、当事業年度末の引当外賞与見積額から前事業年度末の同見

積額を控除した額を計上しております。 

 

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に

係る引当金は計上しておりません。 

なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は 

国立大学法人会計基準第 35に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の 

当期増加額を計上しております。 

 

５．徴収不能引当金及び貸倒引当金の計上基準 

  債権の徴収不能及び貸倒に備えるため、過年度における徴収不能実績及び貸倒実績 

 を基に回収不能見込み額を計上しているほか、特定の債権については回収可能性を個
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別に勘案して計上しております。 

 

６．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

(1)国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法 

近隣の賃貸借料等を参考に計算しております。 

(2)政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

 「国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の算定に係る利回りにつ

いて（通知）」（令和３年４月１５日付け３文科高 72 号）に基づき、0.120%で計算し

ています。                          

 

７．リース取引の会計処理 

リース料総額が 3百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

８．消費税等の会計処理  

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。 

 

 

 

＜貸借対照表注記事項＞ 

１．運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額は  2,043,087,029円 

２．運営費交付金から充当されるべき賞与手当の見積額は   171,056,829円 

  

 

＜キャッシュ・フロー計算書注記事項＞ 

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

    現金及び預金勘定    1,384,123,905円 

  資金期末残高      1,384,123,905円 

 

２．重要な非資金取引 

現物寄附による資産の取得 

   工具器具備品   3,934,700円 

図書         2,161,047円 

       消耗品等      17,219,578円 

      合計        23,315,325円 

 

 

＜国立大学法人等業務実施コスト計算書注記事項＞ 

引当外退職給付増加見積額のうち 11,617,731 円は、国又は地方公共団体からの出向

職員に係るものです。 
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＜重要な債務負担行為＞ 

（単位：円） 

件名 契約金額 
翌期以降 

支払金額 

宮城教育大学（青葉山）総合研究棟（５号館・６号館）

改修工事 
356,950,000 178,475,000 

宮城教育大学（青葉山）総合研究棟（５号館・６号館）

等改修電気設備工事 
108,350,000 54,175,000 

宮城教育大学（青葉山）総合研究棟（５号館・６号館）

等改修機械設備工事 
184,030,000 92,015,000 

宮城教育大学（青葉山）陸上競技場等設計業務 
12,320,000 7,392,000 

宮城教育大学（青葉山他）講義棟（７号館）等改修設計

業務 
7,183,000 7,183,000 

宮城教育大学（青葉山他）講義棟（７号館）等改修設備

設計業務 
6,435,000 6,435,000 

宮城教育大学（青葉山）学生寄宿舎整備事業者選定支援

業務 
9,460,000 5,676,000 

 

＜重要な後発事象＞ 

  該当事項はありません。 


